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【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象
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根拠法令

事務事業評価シート

款
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総合計画体系

要求区分
予 算 科 目
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財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額
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少数精鋭で機能的な行政運営を可能とする。

住民の福祉の増進のため職員の能力を最大限発揮させる
人材育成を人事評価・研修等で実施する。

階層別研修、全体研修、派遣研修
通信教育・自主研究グループ助成
人事評価の実施

【令和 2年度　事業内容】

階層別研修、全体研修、派遣研修
通信教育・自主研究グループ助成
人事評価の実施

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

本事業は、多様化・高度化する行政ニーズに的確に対応で
 きる職員を育成するために行われているものである。主な
内容は、階層別研修、全体研修、派遣研修、通信教育・自
 主研究グループ助成及び人事評価であり、職員に求められ
る能力向上の効果が期待される。

職員研修事業（政策）

職員

18

対象

01
02

継続　（平成27年度～　）

職員研修規定

人事管理事業

01

行政主体

多様化・高度化する行政ニーズに的確に対応できる職員を育成する。

01

令和 3年度

一般事務

07 報償費
10 需用費
18 負担金、補助及び交付金

7．みんなでつくる連携と協働のまちづくり

（5）行政サービスの向上

2　財政運営

①計画的・効率的な財政運営

総務課

職員担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

総合計画において、多様化する行政需要に対応するため、行政サービスの向上に資する職員の
育成を進めるとしている。

市職員の育成であるため、市が行うものである。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

研修内容や形式により成果を上げされる余地があるほか、各所属において職員が研修を受講し
やすい環境づくりを推進し、個々の職員が目的をもって研修を受講する意識を醸成することで
、さらなる成果の向上が期待できる。

多様化・高度化する住民ニーズに対応するためには、専門研修等の受講は非常に有効であり、
事業を廃止した場合、住民サービスの低下が懸念される。

職員研修は、職員全員に共有する素養の取得を目的として小区員担当が実施主体となるものと
、各業務の専門的な知識の習得を目的として各所属が実施主体となるものがある。これら受講
の必要性等を判断する主体が異なることはやむを得ず、統廃合又は連携は困難である。

R03年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
□人件費の削減余地がない ■人件費の削減余地がある

研修メニューの工夫や庁内講師の活用により、外部講師を利用した研修や、職員を派遣する研
修を精査することで削減してきたが、専門知識の習得を図るためには一定程度の研修の受講は
必要であり、過度なコスト削減は人材育成に支障を来す恐れがある。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

職員の資質向上に資するものであり、住民全体に影響を及ぼすものであることから、公平・公
正である。

       1.00        1.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

       1.00        1.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

職員研修計画の策定

多様化・高度化する行政ニーズに的確に応え、住民の満足度を高めるため、最小の経費で最大
の効果をあげられるように、自学を促すための気づきの機会（ＯＪＴ、ジョブローテーション
、人事評価等）を増やしていく。また、コロナ禍以降の研修方法として、eラーニングなど職
 員が参集することなく、受講の時期や時間を選択できる研修を実施する。

総務課長　豊﨑伴之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（■見直し　□現状維持）

総合計画等を踏まえ市政の方向性に応じた研修を計画するとともに、e-ラーニングなど研修方法の充実を通じ、多様化高度化する市民
 ニーズに対応できるよう、職員の学習意欲の向上を図りつつ能力開発を促進する。

総務部長　大久保昌明
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（■見直し　□現状維持）

近年自治体職員には、自治体ＤＸの推進に併せて特に「行政サービスのイノベーション」が求められており、自らの気づきと更に自学
 を促す機会の確保も必要になっている。

回／年

     100.00      100.00        0.00

       3.00        1.00        0.00

外部機関に派遣して実施した研修の修了者の割合
     100.00      100.00        0.00

       2.00        2.00        0.00

派遣研修の修了率

通信教育・自主研究グループ助成の件数

％

件／年


